
 
 

 

平成 15 年 1 月 20 日 

各  位 

会 社 名 株式会社デジタルガレージ 

代 表 者 名 代表取締役 CEO   林  郁  

（ 登 録 銘 柄 ・ コ ー ド ４ ８ １ ９ ） 

（ U R L  h t t p : / / w w w . g a r a g e . c o . j p /） 

問い合せ先 取締役 CFO 経営管理本部長 

 德 山  涼 平 

T E L ０３－５４６５－７７４７ 

 

 

株式取得による株式会社イーコンテクストの子会社化 

およびこれに伴う業績予想（連結）の修正に関するお知らせ 

当社は、平成 15 年 1 月 20 日開催の当社取締役会において、株式会社イーコンテクストが平成

15 年 1月 30 に予定している第三者割当て増資の引受により当社子会社にすることに関し、下記の

とおり決定いたしましたのでお知らせいたします。 

記 

1. 子会社となる会社の概要 

① 商 号 株式会社イーコンテクスト 

② 所 在 地 東京都渋谷区上原 1 丁目 30 番 2 号 

③ 代表者の氏名 代表取締役社長 下山 二郎（しもやま じろう） 

④ 設 立 年 月 日 平成 12 年 5 月 29 日 

⑤ 事 業 の 内 容 インターネットを利用した電子商取引の運用受託及び代行。 

⑥ 決 算 期 2 月末 

⑦ 従 業 員 数 21 名 

⑧ 資 本 の 額 191 百万円 

⑨ 売 上 高 480 百万円 平成 14 年 2 月期（未監査） 

 平成 13年 2月期（当社に対する割合） 平成14年 2月期（当社に対する割合） 

売上高 35 百万円 （  1.39％） 480 百万円 （ 18.80％） 

営業損失 213 百万円 （  － ％） 243 百万円 （  － ％） 

経常損失 216 百万円 （  － ％） 232 百万円 （  － ％） 

当期純損失 216 百万円 （  － ％） 232 百万円 （  － ％） 

総資産 502 百万円 （  12.79％） 1,002 百万円 （ 25.55％） 

負債 318 百万円 （  27.01％） 634 百万円 （ 53.70％） 

株主資本 183 百万円 （  6.67％） 368 百万円 （ 13.44％） 
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2. 異動の前後における当社の所有に係る子会社の議決権の数及びその議決権の総数に対する割合 

（異動前）  （異動後） 

① 当社所有議決権数       673 個    3,773 個 

（当社所有株式数     673.20 株  3,773.20 株） 

② 議 決 権 の 総 数       2,045 個    6,145 個 

（発 行 済 株 式 数    2,046.00 株  6,146.00 株） 

③ 議決権の総数に対する割合     32.91％    61.40％ 

（発行済株式数に対する割合     32.90％    61.39％） 

 

3. 異動の内容及びその年月日 

① 内 容 平成 15 年 1 月 30 日予定の第三者割当増資の引受 

② 異 動 年 月 日 平成 15 年 1 月 30 日（予定） 

 

4. 取得代金 

155 百万円 

 

5. 異動の理由 

同社は当社と株式会社ローソン、ティアイエス株式会社、三菱商事株式会社の合弁事業とし

て 2000 年 5 月設立し、全都道府県に店舗を有する唯一のコンビニエンスストアであるローソ

ンの全国約 7,600 店舗において、E コマースサイト・通信販売等の商品代金収納代行や商品引

渡しサービスを主な業務としておりました。全国の 2,000 社を超える法人・EC 業者から利用

され、月間取扱高は 20 億円に迫る勢いで伸び続けておりましたが、株式会社セイコーマート、

株式会社ミニストップ、株式会社デイリーヤマザキ等の他のコンビニチェーンにおいても同様

のサービス展開が可能となり、より中立的な E コマースプラットフォーム確立に向け当社主導

での積極的な業務展開が肝要であるとの判断により第三者割当て増資の実施となりました。ま

た、株主各社の協力による大幅なシステム固定費の削減や、決済手数料の粗利率の見直し等に

より、収益確保が見込める状況となりました。 

当社は、同社が今後の当社連結業績を圧迫する可能性が少なくなった現在、当社が筆頭株主

として同社事業の積極的な支援が当社グループ全体のビジネス機会が拡大するとの判断によ

り、増資を引受け子会社とすることといたしました。 
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6. 子会社化に伴う当期業績（連結）の修正 

同社は株主各社の協力による大幅なシステム固定費の削減や、決済手数料の粗利率の見直し

等により、今後は収益体質が確保できる予定ですが、同社の子会社化による当社の当期の連結

業績に与える影響は以下のとおりです。売上高は子会社となるため 300 百万円の増加となりま

す。経常利益は子会社化により 240 百万円減少となりますが、当期純利益は少数株主利益（減

算）の減少により、40 百万円の減少となる見込みです。 

 

通期業績予想値の修正（平成 14 年 7 月 1 日～平成 15 年 6 月 30 日） 

         （単位：百万円） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

前 回 発 表 予 想            （Ａ） 4,200 200 △80 

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） 4,500 △40 △120 

増  減  額          （Ｂ－Ａ） 300 △240 △40 

増 減 率            （％） 7.1％ ― ― 

前年同期（平成 14 年 6 月期通期）実績 2,783 0 103 

 

以上 


